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研究者・技術者のための化学実験にかかわる規則・法律入門

実験（試験）設備の法令に関する
基礎知識

吉 島 勇 一， 古 谷 政 秀， 瀬 戸 康 雄

は じ め に

分析化学にかかわる実務者は，化学系の実験を実施す

るわけであるが，実験は様々な設備を伴った箱物の施設

内で行う。扱う物質は特殊で専門的なものであり，日常

物質と異なり危険性を伴う場合が多く，化学実験を実施

する担当者の安全衛生の観点，実験担当者以外の一般人

（施設外部）への安全衛生的配慮の観点，外部環境の保

全の観点から，様々な規制を受けるわけであり，各々の

規制に関連した法令がある。本稿では，分析化学者であ

る大学教職員と学生・院生・研究生・補助職員，試験研

究機関に属する研究者など，民間企業研究者など，実際

の実験の実務者，施設の管理者のニーズを意識して，実

験（試験）設備の法令に関して，基礎的な面から，実務

的な面まで紹介する。

1 施設建設時の留意点

1･1 居室としての実験施設

建築基準法1)上，実験室のみならず，デスクワークを

行う居室，会議室などは居室として扱われる。居室は建

築基準法1)第 35 条，建築基準法施行令2)第 126 条の 2，

平成 13 年 2 月 1 日国土交通省告示 67 条に基づく排煙

設備を設けなければならない。

排煙設備は，排煙機を設ける場合と自然排煙による場

合の 2 通りの方法がある。コスト面，メンテナンス

面，設計の可変性などの理由から排煙機はデメリットが

大きいものであり，一般的には自然排煙を採用してい

る。自然排煙は，天井から 80 cm 以内の外壁に床面積

の 1/50 以上の開口（排煙窓を開けた部分の面積）を設

けることとなっている。この開口が設けられない場合は

100 m2 以内で防火区画をするか，または内装仕上げを

下地とも不燃仕様としなければならない。

化学系の実験室の場合，局所排気装置であるドラフト

チャンバーが設置されるので，その排気ダクトは防火区

画を貫通する場合に防火ダンパーの設置が必要となる。

しかし，防火ダンパーが薬品に対して耐久性が低く経年

劣化で不作動となる可能性が高いので，現在は採用され

ていない。従って，法的に排煙開口が設けられない場合

は，内装仕上げを下地ともに不燃仕様（床面積≦100

m2）とする方法を採用すべきである。

なお学校（小・中・高・大）のなかに設置されている

実験室は，上記の排煙設備の設置義務はない。しかし，

学校は建築基準法施行令2)第 114 条により準耐火構造の

界壁の設置が義務づけされている。従って，廊下を介し

ての排気ダクトの設置は不可なので，実験室の外壁から

直接外部に出す方法となる。

1･2 防火，準防火地域内での実験施設の建設

建築基準法1)第 64 条，建築基準法施行令2)第 109 条

では，防火，準防火地域内の建築物においては外壁の開

口部で延焼の恐れのある部分は防火設備を設けなければ

ならないと規定されている。従って，ドラフトチャン

バーからの排気ダクトが設置されている外壁は，この延

焼ラインから外れた所になければならない。

1･3 室内環境と換気量の確保18)

建築基準法1)第 28 条，建築基準法施行令2)第 20 条で

は，居室の必要換気量（換気に有効な床面積の 1/20 以

上の有効換気量が確保されること）が規定されている。

従って，特殊な実験時にドラフトチャンバーを稼働させ

た場合の換気量の増加によっても，室内環境基準が守ら

れるよう注意が必要となる。建築基準法施行令2)第 20

条第 5～7 項には，火気を使用する室の規定が燃料に合

わせて詳細に規定されている。

また，建築基準法施行令2)第 129 条第 2 項第 6 には，

温湿度管理規定が示されており，空気浄化の基準（17

～28°C, 40～70％）が定められている。建築物衛生法7)

第 4 条，建築物衛生施行令8)第 2 条など9)10)においても，

同様に空気浄化規定と合わせて管理されるところである。

2 危 険 物

消防法第 10 条など3)～5)では，法規上に規定される危
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表 1 危険物一覧表16)

種
別

消防法
別表

消防法別表及び危険物の規制に関する政令第 1 条
危険物の規制に関する

政令別表第 3

性 質 品 名 性 質 指定数量

第

1

類

酸化性

固体

1. 塩素酸塩類 2. 過塩素酸塩類 3. 無機過酸化物 4. 亜塩素酸塩類

5. 臭素酸塩類 6. 硝酸塩類 7. よう素酸塩類 8. 過マンガン酸塩類

9. 重クロム酸塩類

10. その他のもので政令に定めるもの

イ．過よう素酸塩類 ロ．過よう素酸 ハ．クロム，鉛またはよう素の酸化物

ニ．亜硝酸塩類 ホ．次亜塩素酸塩類 ヘ．塩素化イソシアヌル酸

ト．ペルオキソニ硫酸塩類 チ．ペルオキソニほう酸塩類

11. 前各号に掲げるもののいずれかを含有するもの

第一種酸化性

固体
50 kg

第二種酸化性

固体
300 kg

第三種酸化性

固体
1,000 kg

第

2

類

可燃性

固体

1. 硫化りん 2. 赤りん 3. 硫黄 100 kg

4. 鉄粉 500 kg

5. 金属粉 6. マグネシウム

7. その他のもので政令で定めるもの（未制定）

8. 前各号に掲げるもののいずれかを含有するもの

第一種可燃性

固体
100 kg

第二種可燃性

固体
500 kg

9. 引火性固体 1,000 kg

第

3

類

自然発火

性物質お

よび禁水

性物質

1. カリウム 2. ナトリウム 10 kg

3. アルキルアルミニウム 10 kg

4. アルキルリチウム 10 kg

5. 黄りん 20 kg

6. アルカリ金属（カリウムおよびナトリウムを除く）およびアルカリ土類金属

7. 有機金属化合物（アルキルアルミニウムおよびアルキルリチウムを除く）

8. 金属の水素化物

9. 金属のりん化物

10. カルシウムまたはアルミニウムの炭化物

11. その他のもので政令で定めるもの

イ．塩素化ケイ素化合物

12. 前各号に掲げるもののいずれかを含有するもの

第一種自然発

火性物質およ

び禁水性物質

10 kg

第二種自然発

火性物質およ

び禁水性物質

50 kg

第三種自然発

火性物質およ

び禁水性物質

300 kg

第

4

類

引火性

液体

特殊引火物 50 L

第一石油類（アセトン・ガソリン・その他）
非水溶性液体 200 L

水溶性液体 400 L

アルコール類 400 L

第二石油類（灯油・軽油・その他）
非水溶性液体 1,000 L

水溶性液体 2,000 L

第三石油類（重油・クレオソート油・その他）
非水溶性液体 2,000 L

水溶性液体 4,000 L

第四石油類 6,000 L

動植物油類 10,000 L

第

5
類

自己反応

性物質

1. 有機過酸化物 2. 硝酸エステル類 3. ニトロ化合物

4. ニトロソ化合物 5. アゾ化合物 6. ジアゾ化合物

7. ヒドラジンの誘導体

8. その他のもので政令で定めるもの

イ．金属のアゾ化物 ロ．硝酸グアニジン

9. 前各号に掲げるもののいずれかを含有するもの

第一種自己

反応性物質
10 kg

第二種自己

反応性物質
100 kg

第

6
類

酸化性

液体

1. 過塩素酸 2. 過酸化水素 3. 硝酸

4. その他のもので政令で定めるもの

イ．ハロゲン化合物

5. 前各号に掲げるもののいずれかを含有するもの

300 kg

◯１ 上表による指定数量以上を貯蔵・取扱う場合，危険物取扱者の資格が必要となる。

◯２ 消防法で定める危険物とは，取り扱いを誤ると火災を引き起こす性質があり，20 °C, 1 気圧の環境で液体または固体の状態

にある化学物質で，都市ガス，LPG やアセチレンガスなどの気体は該当しない。

◯３ 危険物施設は「製造所」「貯蔵所」「取扱所」に分けられ，危険物の量が指定数量以上の場合は消防法での規制，指定数量未

満の場合は条例での規制を受ける。

233ぶんせき  



234234 ぶんせき  

険物6)を実験施設で貯蔵または取り扱う場合は，施設全

体での規制と合わせて判断されるところとなり，取り扱

われる量を指定数量の 0.2 未満ごとに部屋を防火区画管

理するなどの規制対策を実施する必要がある。表 116)に

危険物規制一覧を示す。

3 高圧ガス

校正ガス，材料ガスなどの高圧ガスを実験で使用する

場合，使用するガスの種類と量によっては，小型ボンベ

1 本からでも行政に届け出をする必要がある。事業者の

施設全体での使用および貯蔵の量の関係においては，施

設全体として既設施設でのガス使用・貯蔵量と合算され

るので，注意が必要である。一般高圧ガス保安法規

則11)第 2 条に，ガス種別を規定している。すなわち，

「高圧ガス」は，１ 常用の温度において圧力（ゲージ圧

力をいう。以下同じ。）が 1 MPa 以上となる圧縮ガスで

あって現にその圧力が 1 MPa 以上であるもの，または

温度 35°C において圧力が 1 MPa 以上となる圧縮ガス

（圧縮アセチレンガスを除く。），２ 常用の温度において

圧力が 0.2 MPa 以上となる圧縮アセチレンガスであっ

て現にその圧力が 0.2 MPa 以上であるもの，または温

度 15°C において圧力が 0.2 MPa 以上となる圧縮アセチ

レンガス，３ 常用の温度において圧力が 0.2 MPa 以上

となる液化ガスであって現にその圧力が 0.2 MPa 以上

であるもの，または圧力が 0.2 MPa 以上となる温度が

35°C 以下である液化ガス，４ １，２ ならびに３ に掲

げるものを除くほか，温度 35°C において圧力 0 Pa を越

える液化ガスのうち，液化シアン化水素，液化ブロムメ

チルまたはその他の液化ガスであって，政令で定めるも

の，と定められている。

3･1 可燃性および酸素ガスボンベ置き場11)～13)

アセチレン，アンモニア，エタン，エチルアミン，エ

チルベンゼン，エチレン，塩化エチル，ブタン，ブチレ

ン，プロパンなどの可燃性ガス，および酸素ボンベを室

内で使用する場合には，シリンダーキャビネットに収納

する必要がある。建物施設管理者と協議して，シリン

ダーキャビネットの排気ファンを設置する。なお，可燃

性ガスと酸素は同一ボンベ庫内ではそのまま設置できな

いため，セパレーターで完全に仕切る必要がある。

3･2 不活性ガスボンベ置き場11)～13)

ヘリウム，ネオン，アルゴン，クリプトン，キセノ

ン，ラドン，窒素，二酸化炭素などの不活性ガスボンベ

は，安定ガスに規定されているので，一般的に単体での

高圧ガス設置構造基準として据え付けられる。ただし，

貯蔵の総量は規制される。

3･3 特殊材料ガスボンベ置き場11)～13)

アルシン，ジシラン，ジボラン，セレン化水素，ホス

フィン，モノゲルマン，モノシランなどの特殊材料ガス

および毒性ガス，屋外ボンベ庫に収納することが適さな

い可燃性および酸素ボンベについては，シリンダーキャ

ビネットに収納し，管理されることが法規的に義務付け

られている。また，亜硫酸ガス，アンモニア，塩素，ク

ロルメチル，酸化エチレン，シアン化水素，ホスゲン，

硫化水素を使用，貯蔵する場合は，屋上に専用の除害設

備を設置する必要がある。従って，対象となるガスを使

用する場合は，その設備スペースおよび電源を確保する

ように計画し，許認可申請を行う。

4 電源設備14)

電気にかかわる法規としては，「電気設備に関する技

術基準を定める省令（電気設備技術基準)15)と電気設備

技術基準に定められた内容をより具体的に定めた「内線

規定」という民間規格がある。以下に，実験室内の設備

に関する項目を示す。

4･1 設置工事

電気設備技術基準15)第 10 条，内線規定第 1350 節に

は，接地工事に関しての規定が記載されている。電気設

備に接地を施す場合には，電流が安全かつ確実に大地に

通じることができるようにしなければならず，規定され

る接地工事の種類，接地工事の施設方法を採用すること

になる。以下に接地工事の種類を示す。

4･1･1 A 種接地工事

接地抵抗値は，10 V 以下であり，特別高圧計器用変

成器の二次側電路，高圧用または特別高圧用機器の鉄台

の接地など，高電圧の侵入の恐れがあり，かつ危険度が

大きい場合に施設される。

4･1･2 B 種接地工事

接地抵抗値は，変圧器の高圧側又は特別高圧側の電路

の一線地絡電流のアンペア数で 150 を除した値に等し

い V 数以下であり，高圧または特別高圧が低圧と混触

する恐れがある場合に低圧電路の保護のために施設され

る。

4･1･3 C 種接地工事

接地抵抗値は 10 V 以下であり，300 V を超える低圧

用機器の鉄台の接地など，漏電による感電の危険度の大

きい場合に施設される。

4･1･4 D 種接地工事

接地抵抗値は 100 V 以下であり，300 V 以下の低圧

用機器の鉄台の接地など漏電の際に感電の危険度を減少

させるために施設される。また，法規的なものとは，別

に実験機器の機能接地としては，接地抵抗値を指定する

場合もある。
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表 2 コンセントの標準選定例

分岐回路

用途
15 A 20 A 配線用遮断器1) 30 A

単相2)3)

100 V

接地極
付き

125 V 15 A 125 V 15 A 125 V 20 A
(－)4)

接地極
なし

125 V 15 A 125 V 15 A 125 V 20 A
（－)

単相3)

200 V

接地極
付き

250 V 15 A 250 V 15 A 250 V 15 A 250 V 30 A

接地極
なし

5)

250 V 15 A 250 V 15 A 250 V 20 A 250 V 30 A

三相
200 V

接地極
付き

250 V 15 A 250 V 15 A 250 V 20 A 250 V 30 A

接地極
なし

250 V 15 A 250 V 15 A 250 V 20 A 250 V 30 A

本表は，標準的なコンセントの選定例を示したものであ

る。表に記載のないコンセントを使用する場合は，他のコ

ンセントと誤用のないようにすること（電気用品安全法，

JIS C 8303 または日本配線器具工業会規格などにより適

切なものを選定する）。コンセント図において，太い線で

示した記号は接地側極として使用するものを示し，白抜き

で示した記号は接地極として使用するものを示す。

1) 20 A 配線用遮断器分岐回路に，電線太さ 1.6 mm の

VV ケーブルなどを使用する場合には，原則として定格

電流が 20 A のコンセントを施設しないこと。

2) 単相 100 V 用として，プラグの抜け防止のできる抜

け止めコンセント（ 125 V 15 A）がある。

3) 単相については，250 V 30 A を除いて接地極付きコ

ンセントを使用すれば，接地極付きおよび一般いずれの

プラグも挿入可能である。

4) 電気機械器具を配線に直接接続して使用するか，他の

コンセントと誤用のないように使用すること。

5) 差込み穴は 2 個同一寸であることから，接地側極を区

別するときは注意をすること。

表 3 引掛け形コンセントの標準選定例

分岐回路

用途
15 A 20 A 配線用遮断器1) 30 A

単相
100 V

接地極
付き

125 V 15 A 125 V 15 A
(－)2)

接地極
なし

125 V 15 A 125 V 15 A
（－)

単相
200 V

接地極
付き

250 V 15 A 250 V 15 A 250 V 20 A 250 V 30 A

接地極
なし

（－)

250 V 20 A 250 V 30 A

三相
200 V

接地極
付き

（－)

250 V 20 A
（－)

接地極
なし

（－)

250 V 20 A 250 V 30 A

本表は，標準的なコンセントの選定例を示したものであ

る。表に記載のないコンセントを使用する場合は，他のコ

ンセントと誤用のないようにすること（電気用品安全法，

JIS C 8303 または日本配線器具工業会規格などにより適

切なものを選定する）。コンセント図において，太い線で

示した記号は接地側極として使用するものを示し，白抜き

で示した記号は接地極として使用するものを示す。

1) 20 A 配線用遮断器分岐回路に，電線太さ 1.6 mm の

VV ケーブルなどを使用する場合には，原則として定格

電流が 20 A のコンセントを施設しないこと。

2) 電気機械器具を配線に直接接続して使用するか，他の

コンセントと誤用のないように使用すること。
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4･2 コンセント

電気設備技術基準15)第 59 条，内線規定 32024 に

は，用途の異なるコンセントに関して規定している。

JIS C 8303（配線用差込接続器）には，コンセントの

種類として，単相 100 V および 200 V，三相 200 V 用

15 A～50 A のものが規格化されており，それぞれ接地

極付，防雨形，抜止形，引掛形などがある。表 219)，

表 319)に標準コンセントの例を示す。

4･3 分岐回路

電気設備技術基準15)第 56, 57, 59, 63 条，内線規定

3605 節には，分岐回路の種類に関して規定している。

照明やコンセントに使用される分岐回路は，通常 20 A

配線用遮断器によるものが一般的であるが，容量が大き

な機器などには，それ以上の配線用遮断器を設置する場

合もある。内線規定では，表 4 および表 5 に示すよう

に，分岐回路の種類に応じて接続できる受口，電線太

さ，最大受口数などを定めている。

5 環境安全16)17)

実験室内で薬品・試薬などの危険物質，有害物質を取

り扱い保管する場合には，実験作業者自身の安全対応以

外にも，環境に対しての配慮も必要となる。取り扱い上

の安全面，排出される物質の周辺環境への影響という観

点から，様々な基準規制が多種多様な関係を持ち，各方

面からの様々な法令により規制される。代表的な関連規

制基準法令を下記に挙げる。

１ 有害物質取り扱い7)～10)

毒物及び劇毒物取扱法，労働安全衛生法（特定化学物

質等障害予防規則，有機溶剤中毒予防規則等），人事院

規則安全衛生関係法令，化学物質の審査及び製造等の規

則に関連法，特定化学物質の環境への排出量の把握等及

び管理の改善の促進に関する法令（化学物質管理促進

法・PRTR 法）

２ 発火爆発性物質取り扱い

消防法（危険物取扱い法），高圧ガス保安法，労働安

全衛生法，火薬取締り法
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表 4 分岐回路の種類

分 岐 回 路 接続できる受口 電 線 太 さ

種 類
分岐過電流遮断器

の定格電流1) コンセント ねじ込み接続器またはソケット 一般配線
分岐点から一つの受口（コンセ
ントを除く）に至る部分（長
さが 3 m 以下の場合に限る）

15 A
分岐回路 15 A 15 A 以下

ねじこみ形のソケットであって,
公称直径 39 mm 以下のもの

ねじ込み形以外のソケット

公称直径 39 mm 以下のねじ込
み接続器

1.6 mm 以上 （－)20 A 配線
用遮断器
分岐回路

20 A
（配線用遮断器に限る) 20 A 以下2)

20 A
分岐回路

20 A
（ヒューズに限る) 20 A 以下3)

ハロゲン電球用ソケット

白熱電灯用の公称直径 39 mm
のソケット

放電灯用の公称直径 39 mm の
ソケット

公称直径 39 mm のねじ込み接
続器

2.0 mm 以上

1.6 mm 以上
30 A

分岐回路 30 A 20 A 以上
30 A 以下3)

2.6 mm 以上
または

5.5 mm2 以上

40 A
分岐回路 40 A 30 A 以上

40 A 以下 8 mm2 以上

2.0 mm 以上
50 A

分岐回路 50 A 40 A 以上
50 A 以下 14 mm2 以上

50 A 超過
分岐回路

電気使用機械器具の定
格電流を 1.3 倍した値
を超えないもの

1 個の定格電流が 50 A を超える電気使用機械
器具専用

当該過電流遮断器の定格電流以上の許容電
流を有するもの

1) ルームコンディショナーなどの電動機専用回路に施設するコンセントの定格電流は，本表の値にかかわらず電動機の定格

電流以上のものであればよい。

2) 20 A 配線用遮断器分岐回路に電源太さ 1.6 mm の VV ケーブルなどを使用する場合には，原則として定格電流 20 A のコ

ンセントを使用しないこと。

3) 20 A 分岐回路（ヒューズに限る）および 30 A 分岐回路では，15 A 以下のプラグが接続できる 20 A コンセント（15 A と

30 A 兼用コンセント）は使用してはならない。

表 5 分岐回路の電線の太さの選定例

回路の種類
配線用遮断器ま
たは漏電遮断器
定格電流（A）

最大
個数

（個)

分岐回路の電線(銅)太さ

100 V 200 V

電灯

20

（－) 1.6 mm1) 1.6 mm

15 A
コンセント 102) 2.0 mm （－)

20 A
コンセント

1 2.0 mm （－)

30
2 5.5 mm2 以上 （－)

30 A
コンセント 1 5.5 mm2 以上 （－)

1) 長 30 m 超過の場合，すべて 2.0 mm とする。

2) 個数は，口数の多いものでも 1 個とみなす。
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３ 廃棄物関係

大気汚染防止法，水質汚濁防止法，悪臭防止法，廃棄

物の処理及び清掃に関する法，下水道法

４ 設備設置関連関係法

消防法，建築基準法，労働安全衛生法，化学物質の審

査及び製造の規則に関する法律，作業環境測定法，電気

事業法，騒音規制法

お わ り に

化学系の実験施設を新たに建設する場合は，予算要求

の段階から設備法令を漏れなくチェックのうえ準備する

必要があるが，高度に専門的であり，分析化学者が実行

するにはハードルが高い。一般的には，専門の設計会社

などに相談，委託することを薦める。また，既存の実験

施設内に設備を変更・増設する場合も同様であり，施設

管理担当と相談して発注することが肝心である。既存の

実験施設内で，実際に化学実験を実施する場合，大半の

分析化学者が相当するが，改めて施設法令を確認して，

自身の安全衛生面，および外部環境の保全に心がけるべ

きである。
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